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はじめに
真庭市では、平成22年3月に『第2次行政改革大綱』及び『第2次行政改革実施計画』を策定し、自律的で持続可能な行政経営による質の高いサービスの実現、市民満足度の向上に取り組んでまいりましたが、今回具体的な取り組みの一つとして、公共サービス提供における「使用料・手数料」について、公平性確保と受益者負担の原則に基づき、抜本的な見直しを実施することとしました。
１．見直しの基本的な考え方
地方公共団体は、住民福祉向上や産業振興等の観点から、保健福祉、文化スポーツ、農業、観光関連施設等多くの公の施設を設置し、地域住民の利用に供しています。
また、戸籍事務や税務事務に付随する住民票や戸籍謄本、所得証明、納税証明等の発行事務も、行政サービスとして実施しています。
これらの施設維持や発行事務等には、人件費や光熱水費等の維持管理経費が必要となりますが、この経費に充てるための「使用料」及び「手数料」については、地方自治法に次のとおり定められています。

このように、使用料・手数料は行政サービスを利用する特定の人が利益を受けることから、受益の範囲内で行政サービスの対価として徴収するものであり、受益者負担の原則からすれば、施設の維持管理経費は利用者の使用料で、証明書等を必要とする方のために発生する事務経費は手数料で全てを賄うことが望ましいのですが、行政としての関与の必要性も考慮し、利益に見合った応分の負担＝「負担の公平性」を確保しなければなりません。
逆に、これらの経費を全て税金で賄うとすれば、サービスを利用する人と利用しない人との間に不公平が生じてしまい、これも「負担の公平性」が確保できません。
今回、「負担額の設定根拠の明確化」・「適正な受益者負担のあり方」・「市民への説明責任」の観点から、現行の使用料・手数料の再点検及び見直しを実施し、さらに、見直し作業を通じた担当職員の業務理解や事務事業内容の充実による一層の住民福祉向上を図ります。
２．使用料・手数料設定の基本的な考え方
行政サービスに対する受益者負担の適正化及び利用者を含めた市民全体が納得する料金設定のためには、施設利用や役務提供に対してどれだけの経費がかかっているのかを明らかにした上で、そのサービスの性質によって利用者の負担と市民全体の税による負担との比率を設定し、双方のバランスを図る手法が適切であると考えます。

そのため、以下の基本的な考え方及び手順に基づき料金の算定及び改正を行うこととします。
（１）原価算定方式による料金算定の明確化
受益者に応分の負担を求めるためには、使用料・手数料等の積算根拠を明らかにし、市民に分かりやすく説明できるようにする必要があるため、料金算定に原価計算方式（原価には建物・設備・備品等の減価償却費を含む）を適用します。
（２）行政と受益者との負担割合の明確化
算定された原価を行政と受益者とで、どの程度の割合で負担するのかについて、施設の性格に応じた負担割合を設定します。
なお、手数料については、特定の人のためにする事務に要する対価として徴収するものであることから、受益者の負担割合は100％を原則とします。
（３）減免対象範囲の標準化・適正化
使用料及び手数料は、政策推進・経済的支援・公益上の必要性等を考慮の上、それぞれ減額・免除規定を定めていますが、受益者負担の徹底と負担の公平性を確保するという大原則のもとに、基準の整理と施設及びサービス間での減免の考え方の統一化を図ります。
（４）市民負担の急激な上昇を防ぐための方策
今回又は定期的な見直しによって受益者の負担が急激に上昇する場合は、改定上限率を設定する等激変緩和措置を設けます。
（５）定期的な見直しと市の取り組み
使用料・手数料の額については、経済状況、社会動向、行政サービス内容、公の施設のあり方等を勘案した上で、定期的な見直しを行います。

また、見直しに当たっては、市でも業務の見直しや改善を積極的に行い、受益者負担の軽減を図ります。
３．見直しの対象となる使用料・手数料
原則として、使用料については各施設設置条例において定められている公の施設の使用料、手数料については真庭市手数料条例に掲げる手数料等としますが、これまで使用料を設定していなかった施設や手数料を徴収していないサービス等についても、受益者負担の原則に鑑み、基本方針に基づいて徴収の可否を検討します。

なお、現在指定管理者制度を導入している施設の使用料についても、物価上昇等による施設管理運営経費の変動に的確に対応するため、基本方針に基づき見直しを実施し、見直した使用料は適正かつ迅速に「利用料金」に反映させることとします。

さらに、見直しに関連して指定管理料等の変更が必要な場合には、双方協議の上、協定書の修正等所要の手続きを行うこととします。

４．適用除外
次の使用料・手数料については、市独自での料金設定が困難であったり、地方公営企業法の適用対象事業であるため、この方針による見直しの対象外とします。
（１）法令等により算定方法が定められているもの及び国・県の機関が算定している経費等を基に使用料・手数料を定めているもの
【例】戸籍関係手数料、消防防災関係手数料、予防接種料金、道路・河川・公園占用料・自動車臨時運行手数料・公営住宅使用料等
（２）行政財産使用料徴収条例等を根拠に使用料を定めているもの
【例】市有地貸付料、庁舎施設使用料、電柱支線敷地使用料、小中学校敷地使用料等
（３）長期的な管理運営・経営計画の中で使用料額等を算定しているもの
【例】市営単独住宅使用料、真庭ひかりネット利用料、水道・下水道使用料等

（４）政策的判断が必要で、個別に検討を要するもの
【例】一般廃棄物処理手数料、火葬場使用料、市営墓地使用料、コミュニティバス、保育料、市独自福祉サービス等
５．設定料金の調整
今回の方針では、使用料・手数料設定の根拠として、各施設・サービス毎に原価計算に基づく料金算定を行うこととしていますが、市内で統一を図る必要性が認められるものについては、可能な限り使用料原価（１㎡・１時間あたりの単価）の統一を基本に設定料金の調整を行うこととします。
ただし、地域毎の気象条件や人口密度等による、同種施設の運営やサービス提供に係る原価の差異、施設設備のグレード及び施設の劣化・老朽化の状況等の要因も料金算定において十分考慮し、一定の料金差は許容するべきと考えます。

なお、原価計算に基づく算定料金については、住民の利便性及び窓口での料金取扱事務の煩雑等を勘案し、１０・５０・１００円単位等に調整できるものとします。

６．具体的な見直し手順
（１）原価算定方式による料金算定の明確化
①使用料の算定方法
ア）使用料は、原則として次の算定方法により算定します。
使用料＝原価×性質別負担割合×利用者区分別負担割合
イ）原価は、１㎡・１時間あたりの単価に、貸出面積・貸出時間を乗じて算出した額とします。
原価＝１㎡・１時間当たりの単価×貸出面積×貸出時間
ウ）１㎡・１時間あたりの単価は、原則として原価構成費用項目を合算し、これを貸出対象総面積・年間使用可能時間で除し算出した額とします。
１㎡・１時間当たりの単価
＝人件費＋物件費＋減価償却費÷貸出対象総面積÷年間使用可能時間
なお、施設の年間使用可能時間については、条例上の利用可能時間から、季節・天候や施設修繕等に係る施設閉鎖・使用不能時間を差し引いた実使用可能時間を算定基礎とします。

また、冷暖房等のため、時期によって光熱水費に変動があるものについては、通常期の使用料原価に対する、冷暖房期の使用料原価の増加に応じた割増率を施設毎に別途設定するものとします。

②手数料の算定方法
ア）手数料は、本来業務から特定の者の利益のために派生した事務に係る経費であることから、その受益者負担率は１００％を原則として算定します。
手数料＝原価
イ）原価の算定方法については、１分当たりの人件費に処理時間を乗じたものと、物件費と減価償却費を処理件数で除したものを加え、１件当たりのコストを求めます。
原価＝１件当たりの人件費＋１件当たりの物件費

※処理時間は、申請書等の受付から証明書等の交付、料金受領までの実作業に要する時間のみを計上し、複数人で処理する場合は、延べ時間とします。
※電算に係る費用については、行政が本来行うべきである業務（＝ホストコンピュータの管理・運用）と、個人利用のために本来業務から派生した事務（＝証明書発行用端末機器の管理・運用）とを区別し、後者に係る費用をコストとして算入します。
【原価構成費用項目】

	分類
	対　象　経　費

	人件費
	職員給与、職員手当（扶養・管理職・特殊勤務・期末勤勉・通勤・住居・児童手当）、負担金（共済組合、退職手当組合、災害補償基金）、賃金等（臨時職員等の賃金）、共済費（臨時職員等の社会保険料等）

	
	※職員人件費は当該業務に直接従事する人工数を算出し、前年度における一般会計の当初予算の一般職の平均単価を用いて算出する。
※人工数については、１年間の労働日数を240日、実労働時間を1,860時間(111,600分)として、当該業務に従事した日数又は時間を基に算出する。

	物件費
	需用費
	消耗品費
	事務・維持管理に係るもの

	
	
	燃料費
	施設運営に係るもの

	
	
	印刷製本費
	事務・施設運営に係るもの

	
	
	光熱水費
	事務・施設運営に係るもの

	
	
	修繕料
	建物及び設備等の修繕に係るもの

	
	役務費
	通信運搬費
	事務・施設運営に係るもの

	
	
	手数料
	施設・備品維持に係るもの

	
	
	保険料
	事務・維持管理に係るもの

	
	委託料
	清掃、警備、保守点検などすべて

	
	使用料及び賃借料
	土地、パソコン等のリース料など

	
	原材料費
	施設維持に係るもの

	
	備品購入費
	事務・施設運営に係るもの

	
	その他
	受益者が負担すべきと考えられる当該建物の維持管理や運営に係る経費（施設の老朽化による改修・大規模修繕や設備の更新、建替えに伴う経費等）

	
	※災害等臨時的経費は除く。

	減価償却費
	過年度において取得した、事業に必要とされる固定資産のうち、所得税法施行令第６条（減価償却資産の範囲）第１号から第７号までに規定するもの（建物、機械、車両、工具、備品等）を対象とする。

	
	※減価償却の方法は定額法とする。減価償却費＝（取得価額×０．９）÷耐用年数
※取得価額は、建設費等から補助金等を控除した額（一般財源及び地方債相当額）とする。

※土地は、減価償却しない資産のため、費用に算入しない。ただし、借地代については、他の使用料及び賃借料と同じと捉え、コストに算入する。


③その他

前記の方法により原価算定を行うことが適当でないものがある場合は、受益者負担の原則に則った適正な方法により原価計算を行います。
（２）行政と受益者との負担割合の明確化
市の施設は、道路や公園等のように市民の日常生活に必要で市場原理によっては提供されにくい施設から、体育・文化施設等のように特定の市民が利益を享受する施設や観光・温泉施設など、民間においても類似の施設が存在するものまで多岐にわたっており、一律に受益者負担の原則だけで料金を設定することは困難です。

その使用に係る対価を適正なものとするためには、個別に受ける便益の範囲や程度並びに行政関与の必要性等を料金に反映する必要があります。
このため、それぞれの施設を性質別に分類し、その分類ごとに原価に対する「受益者負担」の割合を設定します。
また、施設利用者の性質（年齢、市民、目的等）によっても、特段の配慮が必要な施設については、利用者区分別の負担割合及び割増率等を設定します。
①性質別負担割合
提供されるサービスが、民間からも提供されるなど市場的であるか否かを縦軸、利用者にとってないと困るサービス、なくても困らないサービスなど必需的であるか選択的であるかを横軸とし、第1分類から第4分類に性質別に分類します。
【受益者負担割合・性質別分類表】

	
	◆民間では提供されにくく、主として行政が提供するサービス
非市場的
	

	

第３分類・公費５０％・受益者５０％
生活や余暇を快適で潤いのあるものとするため、特定の市民が利用するサービスでありますが、民間ではあまり提供されていないものであり、受益者負担割合は５０％とする。
（例）文化ホール、体育館、運動場 など

	
第１分類・公費１００％・受益者０％
日常生活を送る上で、大半の市民が必要とするサービスで、行政による提供が必要であることから、受益者負担割合は０％とする。
（例）道路、公園 など

	◆生活や余暇をより快適で潤いのあるものとするため、特定の市民が恩恵を受けるサービス
	選択的
	
	
	必需的
	◆日常生活を営む上で、ほとんどの市民が必要とするサービス

	
	
	
	
	
	

	
第４分類・公費０％・受益者１００％
生活や余暇を快適で潤いのあるものとするため、特定の市民が利用するサービスであり、民間においても提供されていることから受益者負担割合は１００％とする。
（例）駐車場 など

	
第２分類・公費５０％・受益者５０％
民間においても提供されていますが、一部の市民にとっては必要不可欠であることから、受益者負担割合は５０％とする。
（例）農林畜産施設　市営住宅 など

	
	市場的

◆民間でも供給されており、行政と民間が競合するサービス
	


②利用者区分別負担割合
受益者負担の公平性を確保するために、利用者区分等を設定する場合には、次の標準により定めます。
ア）大人・子供等の利用区分を設定する場合
利用者の年齢等で料金に差を設ける場合は、施設の設置目的や利用者の状況を考慮し、施設等所管課において適正に設定することとします。この場合の基準は、下記を目安とします。
	利用者区分
	負担割合

	○幼児
	大人料金の１／４

	○小学生、中学生
	大人料金の１／２

	○高校生（高校に在学している者）
	大人料金の２／３

	○高齢者（６５歳以上）
	大人料金の２／３


イ）市民・市民以外の利用区分を設定する場合

市民以外の利用割増は、市民料金の２倍までとします。

ウ）個人・団体（団体割引）の利用区分を設定する場合

団体割引率は、個人利用料金の２０％までとします。

※上記ｲ）・ｳ）については上限設定とし、団体の人数区分等については、施設規模により任意に定めることとします。

③営利目的等の取り扱い
営利目的で使用する場合、また入場料を徴収する場合などについては、施設ごとに増額の規定を設けることができるものとします。

ア）営利目的の場合

営利目的の場合の使用料は、２倍までとします。

イ）入場料を徴収する場合

入場料等を徴収する場合は、３倍までとします。

※上記ｱ）・ｲ）については上限設定とし、施設規模により任意に定めることとします。

④時間帯・曜日の取り扱い

これまで、利用頻度や施設運営上の負担などを考慮し、時間帯・曜日により料金設定をしてきた施設がありましたが、生活実態の多様化から、料金の差をつける合理性が薄れてきていることから、午前・午後・夜間または平日・土日・祝祭日等の料金区分を廃止し、全日・全曜日を通して平均した１時間当たりの単価を基準に料金を設定します。

（３）減免対象範囲の標準化・適正化
減免制度については、あくまでも特例的な措置であり、受益者負担の原則をさらに徹底するため、真に止むを得ないものとして合理性のあるものに限定し、さらに、できるだけ多くのサービス・施設で共通の対応となるよう「基準の統一」を図ります。
また、統一基準をそのまま適用することに無理がある場合も、基準を大きく逸脱することのない範囲で、サービスの性質に応じた明確な規定を設けることとします。
なお、減額措置については、受益者負担と公費負担分を等分することが限度と考え、原則５０％とします。
①使用料の減免
公の施設は、公共の福祉の向上を図るための施設であり、市民が利用しやすいように低廉な使用料を設定しており、受益者負担の原則からも全額納付が基本でありますが、利用のほとんどが免除や減額となっている実態もあり、本来的な負担の公平性を損なう恐れがあります。
今後は、これまでの減額・免除の対象団体については、共催、委託、補助などの方法により必要性を判断し、支援等を行うことを別途検討し、使用料の免除、減額については、原則として次のとおりとします。

	区　分
	該当要件

	免　除
	施設を利用する障害者を介助する場合（介助者１名については免除）

	減　額
	身体障害者福祉法又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による手帳の交付を受けている人が利用する場合

	
	「療育手帳制度について」（昭和48年9月27日発児第156号厚生事務次官通知）による療育手帳の交付を受けている人が利用する場合

	
	生活保護法により生活保護を受けている世帯

	
	真庭市ひとり親家庭等医療費受給者の属する世帯

	
	後期高齢者医療制度の被保険者のうち低所得者Ⅰに該当する者の属する世帯

	
	次に掲げる障害者を構成員とする世帯で、世帯全員が市町村民税（特別区民税含む。）非課税の措置を受けている世帯
（1）身体障害者福祉法に規定する身体障害者手帳を所持する身体障害者

（2）所得税法又は地方税法に規定する障害者のうち、児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター又は精神保健指定医により知的障害者と判定された者

（3）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に規定する精神障害者保健福祉手帳を所持する者


②手数料の減免
	区　分
	該当要件

	免　除
	国又は地方公共団体その他の公共団体において、公用又は公共用に使用するため、申請があった場合

	
	法律の規定により、無料の取扱いをする場合

	
	生活保護法（昭和25年法律第144号）により保護を受けている者が直接必要とするため、申請があった場合

	
	天災、病気等により負担を免除する必要がある場合

	減　額
	法律の規定により、減額が定められている場合

	
	天災、病気等により負担を軽減する必要がある場合

	
	「生活保護」以外の公的扶助を受けている人が必要な場合


（４）市民負担の急激な上昇を防ぐための方策
コスト算定結果をもとに 「受益者負担割合」による調整を行い使用料・手数料が算出されますが、見直し額が現行使用料及び手数料を大幅に上回る場合には、受益者負担に急激な上昇が生じますので、市民生活への影響を考え、これを緩和するために次のとおり改定上限率を設定します。
ア）見直し額が現行額の１．５倍を超えるときは、他市の同様のサービスとの均衡を図る場合等を除き、当面、現行額の１．５倍とします。
イ）算出した料金と現行料金の乖離幅が小さい場合、コストの年次変動や改定範囲を限定する意味合いから、±１０％の範囲内については現行の料金に据え置くこととします。
（５）定期的な見直しと市の取り組み
使用料・手数料の見直しについては、原則として３年ごとに実施することとしますが、社会経済状況や需給バランス等の変化により、設定期間の延長又は短縮も検討することとします。
また、定期的な見直し以外にも、施設・設備の新設や更新を行った場合には、本方針に基づいた料金算定を行い、新単価を設定することとします。

さらに、受益者負担の軽減のために、「効率的な施設運営による経費削減」と「サービス内容の拡充と稼働率の向上による収入増」の両面を目指し、改善策として次のことなどに取り組みます。

①経費削減のための改善策

ア）地域団体等の協力、アダプト制度導入、業務内容の定期的な見直し、指定管理者制度、民間への業務委託等を推進することで、管理経費の節減・抑制に努めます。

イ）施設の統合・休止・廃止及び用途変更等についても、公共施設管理運営方針及び公共施設評価等を基に、積極的な検討・実施を行います。

②サービス内容の拡充、稼働率の向上策

ア）各施設の環境整備に努め、利用者の利便性向上を図る。また、施設設備の改修等による、提供サービスの市内での均質化を推進します。
イ）広報紙、市ホームページなどを活用し、各公共施設の情報提供・周知を行い、利用者の増加を目指します。

ウ）施設の運営や窓口業務等の職員研修を行い、更なる接遇向上に努めます。
【資料】
[image: image3.emf]分　類

人件費(a)

物件費(b) 需用費 消耗品費

燃料費

印刷製本費

光熱水費

修繕料

役務費 通信運搬費

手数料

保険料

委託料

使用料及び賃借料

原材料費

備品購入費

その他

減価償却費(c)

人件費(a) 物件費(b)

減価償却費(c)

合計原価構成費 貸出対象総面積 年間使用可能時間

㎡・時間当たりの単価

¥2,500,000 ¥3,109,000 ¥9,375,000 ¥14,984,000 800 1,920 ¥9.76

㎡・時間当たりの単価

貸出面積

貸出単位時間

原価

性質別負担割合（％）

政策調整（％）

理論使用料

¥9.76 40 4 ¥1,560.83 50% 75% ¥585.31

所管部課名

使用料名称

¥150,000

¥600,000

¥300,000

¥24,000

維持管理に係るもの

施設運営に係るもの

徴収根拠

（法律、条令等）

料金内容

（算定単位、賦課基準等）

【備考】

※政策上の調整を行った場合の調整理由及び調整率の設定根拠等を記入する。

¥2,500,000

¥100,000

¥600,000

職員給与、職員手当（扶養・管理職・特殊勤務・期末勤勉・通勤・

住居・児童手当）、負担金（共済組合、退職手当組合、災害補償基

金）、賃金等（臨時職員等の賃金）、共済費（臨時職員等の社会保

険料等）

土地、パソコン等のリース料など

¥100,000

¥9,375,000

¥60,000

施設運営に係るもの

¥50,000

¥100,000

【理論使用料の積算】

【原価構成費用項目】

¥3,109,000

【使用料の概要】

施設運営に係るもの

建物及び設備等の修繕に係るもの

施設運営に係るもの

¥25,000

¥800,000

¥200,000

（平成　　年　　月作成）

使用料積算用シート

対　象　経　費 単位：円



受益者が負担すべきと考えられる当該建物の維持

管理や運営に係る経費（施設の老朽化による改

修・大規模修繕や設備の更新、建替えに伴う経費

等）※災害等臨時的経費は除く。

過年度において取得した、事業に必要とされる固定資産のうち、所

得税法施行令第６条（減価償却資産の範囲）第１号から第７号まで

に規定するもの（建物、機械、車両、工具、備品等）を対象とす

る。

物件費合計

施設・備品維持に係るもの

維持管理に係るもの

清掃、警備、保守点検などすべて

施設維持に係るもの

施設運営に係るもの

例）○○施設使用料・会議室１（１つの施設に複数の室等がある場合は利用区分毎に別シートとしてく

ださい。

※職員人件費は当該業務に直接従事する人工数を算出し、前年度における一般会計の当初予算の

一般職の平均単価を用いて算出してください。

※人工数については、１年間の労働日数を240日、実労働時間を1,860時間(111,600分)として、当該業

務に従事した日数又は時間を基に算出してください。

※減価償却の方法は定額法とする。

　（減価償却費＝（取得価額×０．９）÷耐用年数）

※取得価額は、建設費等から補助金等を控除した額（一般財源及び地方債相当額）とする。

※土地は、減価償却しない資産のため、費用に算入しない。

　ただし、借地代については、他の使用料及び賃借料と同じと捉え、コストに算入する。

※原価は、１㎡・１時間あたりの単価に、貸出面積・貸出時間を乗じて算出した額とします。

※１㎡・１時間あたりの単価は、原則として原価構成費用項目を合算し、これを貸出対象総面積・年

間使用可能時間で除し算出した額とします。


[image: image4.emf]分　類

人件費(a)

物件費(b) 需用費 消耗品費

印刷製本費

光熱水費

役務費 通信運搬費

手数料

保険料

委託料

使用料及び賃借料

備品購入費

減価償却費(c)

１分当たり人件費

１件当たり処理時間（分）

１件当たりの人件費物件費＋原価償却費

年間処理件数

１件当たり物件費

理論手数料

¥13.44 10 ¥134.41 ¥1,620,000 6,000 ¥270.00 ¥404.41

手数料積算用シート

（平成　　年　　月作成）

所管部課名



【手数料の概要】

手数料名称



徴収根拠

（法律、条令等）



料金内容

（算定単位、賦課基準等）



【原価構成費用項目】

対　象　経　費 単位：円

職員給与、職員手当（扶養・管理職・特殊勤務・期末勤勉・通勤・

住居・児童手当）、負担金（共済組合、退職手当組合、災害補償基

金）、賃金等（臨時職員等の賃金）、共済費（臨時職員等の社会保

険料等）

¥1,500,000

事務に係るもの ¥50,000

事務に係るもの ¥10,000

事務に係るもの ¥100,000

事務に係るもの ¥250,000

事務に係るもの ¥50,000

事務に係るもの ¥100,000

¥1,120,000

事務委託・保守点検など ¥500,000

パソコン等のリース料など ¥60,000

過年度において取得した、事業に必要とされる固定資産のうち、所

得税法施行令第６条（減価償却資産の範囲）第１号から第７号まで

に規定するもの（建物、機械、車両、工具、備品等）を対象とす

る。

¥500,000

【理論手数料の積算】

【備考】

事務に係るもの ¥0

物件費合計

※職員人件費は当該業務に直接従事する人工数を算出し、前年度における一般会計の当初予算の

一般職の平均単価を用いて算出してください。

※人工数については、１年間の労働日数を240日、実労働時間を1,860時間(111,600分)として、当該業

務に従事した日数又は時間を基に算出してください。

※減価償却の方法は定額法とする。

　（減価償却費＝（取得価額×０．９）÷耐用年数）

※取得価額は、建設費等から補助金等を控除した額（一般財源及び地方債相当額）とする。

※土地は、減価償却しない資産のため、費用に算入しない。

　ただし、借地代については、他の使用料及び賃借料と同じと捉え、コストに算入する。

※１分当たりの人件費に処理時間を乗じたものと、物件費と減価償却費を処理件数で除したものを

加え、１件当たりのコストを求めます。


（使用料）


第225条　普通地方公共団体は、第２３８条の４第７項の規定による許可を受けてする行政財産の使用又は公の施設の利用につき使用料を徴収することができる。


※「行政財産の使用又は公の施設の利用の対価」として、その利用者から反対給付として料金を徴収するもので、道路・河川占用料、公営住宅使用料、ホール・公民館・体育施設等使用料等があります。


※公の施設には、地方公営企業の適用を受ける水道等の事業も含まれ、これらの公営企業において徴収される料金も使用料です。


（手数料）


第227条　普通地方公共団体は、当該普通地方公共団体の事務で特定の者のためにするものにつき、手数料を徴収することができる。


※「特定の者のためにする」事務に要する費用に充てるために徴収する料金で、戸籍謄本交付手数料、住民票の写し交付手数料、各種証明手数料等があります。





◆１件当たりの人件費


＝１分当たりの人件費（年間111,600分）×１件当たりの処理時間（分）


（例）人件費5,500,000÷111,600分≒50円／分


◆１件当たりの物件費


＝（物件費＋設備備品減価償却費）÷年間処理件数（３年間平均）


（例）物件費等1,500,000÷6,000件＝250円／件









